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青森市市税条例（平成 17 年青森市条例第 62 号） 新旧対照表 

 

改   正   前 改   正   後 

（国民健康保険税の減免） 

第 182 条 市長は、次の各号のいずれかに該当す

る者のうち、市長において必要があると認める

ものに対し、国民健康保険税を減免することが

できる。 

(1) 天災、その他の事情により著しく資力を

喪失し、かつ、納税困難と認められる者 

(2) 貧困により生活のため公私の扶助を受け

る者 

(3) 前２号に掲げるものを除くほか特別の理

由がある者 

(4) 次のいずれにも該当する者（資格取得日

の属する月以後２年を経過するまでの間に

限る。） 

イ 被保険者の資格を取得した日において、

65 歳以上である者 

ロ 被保険者の資格を取得した日の前日に

おいて、次のいずれかに該当する者（当該

資格を取得した日において、高齢者の医療

の確保に関する法律の規定による被保険

者となった者に限る。）の被扶養者であっ

た者 

(1)～(5) 略 

(5) 国民健康保険税の納税義務者の属する世

帯内に満 18 歳に達する日以後の最初の３月

31 日以前である被保険者（第５項において

「子ども」という。）がある場合における当該

納税義務者 

２ 前項第１号から第４号までの規定によって

国民健康保険税の減免を受けようとする者は、

納期限までに次に掲げる事項を記載した申請

書に減免を受けようとする理由を証明する書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 年度納期の別及び税額 

(2) 減免を受けようとする理由 

３ 前項の規定にかかわらず、第１項第４号に該

当する者が減免を受けようとする場合におい
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改   正   前 改   正   後 

ては、国民健康保険法第９条に規定する資格の

取得に関する届をもって、前項の規定による申

請があったものとみなす。 

４ 第１項第１号から第４号までの規定によっ

て国民健康保険税の減免を受けた者は、その理

由が消滅した場合においては直ちにその旨を

市長に申告しなければならない。 

５ 第１項第５号に掲げる納税義務者に対する

減免は、当該納税義務者に対して課する被保険

者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する子

どもにつき算定した被保険者均等割額（この条

例の規定に基づき減額を行う場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額））の全額を免

除することにより行う。 

ては、国民健康保険法第９条に規定する資格の

取得に関する届をもって、前項の規定による申

請があったものとみなす。 

４ 第１項第１号から第４号までの規定によっ

て国民健康保険税の減免を受けた者は、その理

由が消滅した場合においては直ちにその旨を

市長に申告しなければならない。 
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減免は、当該納税義務者に対して課する被保険
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どもにつき算定した被保険者均等割額（この条

例の規定に基づき減額を行う場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額））の全額を免

除することにより行う。 

 


